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令
和
６
年
度
一
般
会
計
決
算
の

主
な
内
容
は
、
次
の
と
お
り
と
な

り
ま
す
。

○
主
な
内
容

　

歳
入
決
算
額
は
、
９
４
６
億
４

１
４
７
万
円
、
歳
出
決
算
額
は
、

９
０
８
億
19
万
円
と
な
り
、
翌
年

度
へ
の
繰
越
財
源
６
億
１
６
６
４

万
円
を
差
し
引
い
た
実
質
収
支
額

は
、
32
億
２
４
６
３
万
円
と
な
り

ま
す
。

○
歳
入
の
主
な
も
の

　

市
税
は
、
２
９
３
億
３
０
２
８

万
円
（
31
・
０
％
）
で
、
前
年
度

比
４
億
４
１
５
７
万
円
の
減
と
な

っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
市
民
税

法
人
や
固
定
資
産
税
の
増
な
ど
が

あ
り
ま
し
た
が
、
市
民
税
個
人
の

令
和
６
年
度
一
般
会
計
決
算
を
認
定

　
・
職
員
の
育
児
休
業
等
に
関
す
る
条
例
等
の
一
部
改
正
、

   
大
沼
公
園
広
域
受
援
拠
点
施
設
整
備
工
事
請
負
契
約
の　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

議
決
内
容
の
一
部
変
更
を
可
決

・
２
０
２
６
年
度
当
初
か
ら
、
全
国
全
て
の
小
中
学
校
で

   　
　

学
校
給
食
の
無
償
化
実
施
を
求
め
る
意
見
書
を
可
決

令

和

６

年

度

一
般
会
計
決
算
を
認
定

減
な
ど
に
よ
る
も
の
で
す
。

　

次
に
、
国
か
ら
の
補
助
金
な
ど

で
あ
る
国
庫
支
出
金
は
、
１
９
８

億
４
３
７
４
万
円
（
21
・
０
％
）

で
、
前
年
度
比
６
億
９
３
６
１
万

円
の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ

は
、
物
価
高
騰
対
応
重
点
支
援
地

方
創
生
臨
時
交
付
金
や
児
童
手
当

負
担
金
の
増
な
ど
に
よ
る
も
の
で

す
。

　

次
に
、
地
方
交
付
税
は
、
１
３

０
億
４
３
１
９
万
円
（
13
・
８
％
）

で
、
前
年
度
比
12
億
４
５
３
１
万

円
の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

次
に
、
市
債
は
、
69
億
６
６
１

９
万
円
（
７
・
４
％
）
で
、
前
年

度
比
48
億
１
１
５
９
万
円
の
減
と

な
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
旧
ご

み
焼
却
施
設
解
体
事
業
債
の
増
な

ど
が
あ
り
ま
し
た
が
、
本
庁
舎
整

備
事
業
債
の
減
な
ど
に
よ
る
も
の

で
す
。

○
歳
出
の
主
な
も
の

  

歳
出
に
占
め
る
割
合
の
大
き
い

民
生
費
は
、
４
４
１
億
８
４
４
１

万
円
（
48
・
７
％
）
で
、
前
年
度

比
26
億
４
１
３
１
万
円
の
増
と
な

っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
低
所
得

者
支
援
及
び
定
額
減
税
調
整
給
付

事
業
や
低
所
得
者
支
援
給
付
金

（
追
加
分
）
の
増
な
ど
に
よ
る
も

の
で
す
。

　

次
に
、
教
育
費
は
、
98
億
３
５

４
９
万
円
（
10
・
８
％
）
、
前
年

度
比
10
億
５
５
８
５
万
円
の
増
と

な
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
給
食

セ
ン
タ
ー
運
営
事
業
や
市
民
文
化

会
館
運
営
事
業
の
増
な
ど
に
よ
る

も
の
で
す
。

　

次
に
、
総
務
費
は
、
92
億
１
４

３
３
万
円
（
10
・
２
％
）
、
前
年

度
比
68
億
２
８
２
１
万
円
の
減
と

な
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
本
庁

舎
整
備
事
業
の
減
な
ど
に
よ
る
も

令和６年度　一般会計決算
歳入総額　946億4,147万円 歳出総額　908億19万円

市　税
2,933,028

31.0％

市　債
696,619

7.4％

国庫支出金
1,984,374

21.0％

地方交付税
1,304,319

13.8％

県支出金
649,140

6.8％

地方消費税交付金
534,830

5.6％

その他
337,235

3.6％

繰入金
321,471

3.4％

民生費
4,418,441

48.7％

公債費
690,054

7.6％

衛生費
813,067

9.0％

土木費
763,574

8.4％

総務費
921,433
10.2％

教育費
983,549
10.8％

歳出合計
9,080,019

※計数については、それぞれ四捨五入をしているため、合計において一致しないものがあります。

労務費
1,519
0.0％

商工費
101,135

1.1％
消防費

305,370
3.4％

歳入合計
9,464,147

単位：万円単位：万円

農林水産業費
39,893
0.4％

議会費
39,780
0.4％

諸支出
2,204
0.0％

諸収入
298,210

3.1％

繰越金
276,780

2.9％

地方特例交付金
128,141

1.4％
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の
で
す
。

　

そ
の
ほ
か
、
衛
生
費
は
、
81
億

３
０
６
６
万
円
（
９
・
０
％
）
、

前
年
度
比
２
億
２
１
９
３
万
円
の

増
。
土
木
費
は
、
76
億
３
５
７
４

万
円
（
８
・
４
％
）
、
前
年
度
比

２
億
７
４
５
８
万
円
の
減
。
公
債

費
は
、
69
億
５
４
万
円
（
７
・
６

％
）
、
前
年
度
比
７
０
８
６
万
円

の
減
。
消
防
費
は
、
30
億
５
３
７

０
万
円
（
３
・
４
％
）
、
前
年
度

比
２
億
３
７
５
４
万
円
の
増
。
商

工
費
は
、
10
億
１
１
３
５
万
円

（
１
・
１
％
）
、
前
年
度
比
３
５

９
５
万
円
の
増
。
農
林
水
産
業
費

は
、
３
億
９
８
９
３
万
円
（
０
・

４
％
）
、
前
年
度
比
７
３
６
３
万

円
の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
　
　
　
　
【
賛
成
多
数
で
認
定
】

決算概要
はこちら

↓

討
　
論

子
育
て
も
老
後
も
安
心
の

春
日
部
へ
と
充
実
す
る
こ
と
を

願
っ
て
反
対
（
日
本
共
産
党)

　

令
和
６
年
度
一
般
会
計
決
算
は
、

実
質
収
支
32
億
円
余
り
、
財
政
調

整
基
金
は
26
億
円
余
り
と
な
り
ま

し
た
。
市
税
収
入
も
実
質
増
、
地

方
交
付
税
も
10
・
９
％
増
で
、
暮

ら
し
、
福
祉
充
実
の
財
源
は
十
分

に
あ
る
と
言
え
ま
す
。

　

一
方
、
市
民
の
所
得
は
増
加
傾

向
と
は
言
っ
て
も
県
平
均
よ
り
も

38
万
円
以
上
低
く
、
県
平
均
所
得

と
の
差
は
年
々
広
が
っ
て
い
ま
す
。

32
億
円
の
黒
字
に
つ
い
て
「
お
お

む
ね
適
切
」
と
の
認
識
で
す
が
、

暮
ら
し
、
福
祉
の
充
実
と
市
民
サ

ー
ビ
ス
の
向
上
、
市
民
要
望
実
現

の
た
め
に
、
こ
の
財
源
も
生
か
し
、

市
政
へ
の
課
題
を
指
摘
し
ま
す
。

　

１
点
目
は
正
規
職
員
の
増
員
で

す
。
全
体
の
奉
仕
者
で
あ
る
市
職

員
は
、
職
員
一
人
当
た
り
の
市
民

数
が
県
下
２
番
目
に
多
い
状
況
で

す
。
職
員
を
増
や
し
て
い
る
途
上

か
と
思
い
ま
す
が
、
職
員
の
負
担

が
重
く
サ
ー
ビ
ス
低
下
を
招
き
か

ね
ま
せ
ん
。

　

２
点
目
は
子
育
て
支
援
、
高
齢

者
、
障
が
い
者
に
対
す
る
施
策
の

充
実
で
す
。

健
全
で
持
続
可
能
な
財
政
運
営
に

努
め
て
い
た
だ
く
こ
と
を
要
望
し

賛
成
（
次
世
代
　
か
す
か
べ
！
）

　

令
和
６
年
度
の
社
会
経
済
情
勢

は
、
経
済
の
緩
や
か
な
回
復
が
続

く
一
方
、
物
価
高
騰
が
止
ま
ら
ず
、

そ
の
対
策
や
賃
上
げ
な
ど
の
課
題

へ
の
対
応
に
明
け
暮
れ
た
年
で

あ
っ
た
と
捉
え
て
い
ま
す
。

　

そ
の
よ
う
な
状
況
を
背
景
に
、

歳
入
で
は
、
市
税
や
地
方
交
付
税

な
ど
が
実
質
的
に
前
年
度
決
算
額

を
上
回
っ
て
い
る
一
方
、
新
本
庁

舎
整
備
事
業
が
完
了
し
た
こ
と
に

伴
う
市
債
の
大
幅
減
な
ど
に
よ
り
、

歳
入
全
体
で
は
前
年
度
比
で
約
20

億
円
の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
歳
出
に
お
い
て
は
、
物

価
高
騰
対
策
を
引
き
続
き
実
施
し

つ
つ
、
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計

へ
の
繰
出
金
、
障
害
者
介
護
給
付

な
ど
の
扶
助
費
の
増
、
ご
み
処
理

施
設
や
給
食
セ
ン
タ
ー
、
小
中
学

校
等
の
整
備
な
ど
、
喫
緊
で
必
要

と
な
る
事
業
を
実
施
し
た
一
方
、

新
本
庁
舎
整
備
事
業
完
了
の
影
響

な
ど
に
よ
り
、
歳
出
全
体
で
は
前

年
度
比
で
約
31
億
円
の
減
と
な
っ

て
い
ま
す
。

　

実
質
的
な
債
務
の
額
は
、
約
８

９
５
億
円
で
、
前
年
度
比
約
23
億

円
の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

さ
ま
ざ
ま
な
大
型
事
業
に
取
り

　

子
育
て
支
援
は
若
い
世
代
の
人

口
増
加
の
要
で
す
。
「
子
育
て
す

る
な
ら
春
日
部
」
と
言
え
る
魅
力

あ
る
施
策
展
開
を
求
め
ま
す
。

　

３
点
目
は
安
全
・
安
心
の
活
気

あ
る
ま
ち
づ
く
り
で
す
。

　

住
宅
リ
フ
ォ
ー
ム
助
成
は
市
民

か
ら
た
い
へ
ん
歓
迎
さ
れ
、
あ
っ

と
い
う
間
に
予
算
を
使
い
切
り
ま

し
た
。
大
幅
な
予
算
増
額
を
求
め

ま
す
。

　

４
点
目
は
教
育
、
文
化
、
ス
ポ

ー
ツ
の
一
層
の
充
実
で
す
。

　

公
民
館
の
老
朽
化
が
深
刻
で
す
。

建
て
替
え
な
ど
施
設
改
善
と
使
用

料
の
無
料
化
を
求
め
ま
す
。
令
和

６
年
度
、
公
民
館
の
中
で
利
用
率

が
最
も
高
か
っ
た
粕
壁
南
公
民
館

が
廃
止
さ
れ
よ
う
と
し
て
い
る
こ

と
は
、
公
民
館
の
役
割
を
あ
ま
り

に
軽
視
し
て
い
ま
す
。
地
域
づ
く

り
の
拠
点
と
し
て
、
社
会
教
育
施

設
の
公
民
館
は
各
地
区
２
館
、
必

要
な
改
築
・
改
修
を
行
い
、
充
実

す
べ
き
こ
と
を
強
く
主
張
し
ま
す
。

　

学
校
教
育
に
お
い
て
は
、
学
校

給
食
費
の
無
償
化
、
給
食
調
理
室

の
改
築
・
改
修
、
庄
和
地
域
も
自

校
調
理
に
す
る
こ
と
を
求
め
ま
す
。

　

住
民
の
安
全
、
健
康
、
福
祉
を

守
る
自
治
体
本
来
の
役
割
を
発
揮

し
、
子
育
て
も
老
後
も
安
心
の
春

日
部
へ
と
充
実
す
る
こ
と
を
願
っ

て
反
対
し
ま
す
。

組
み
な
が
ら
、
本
市
の
債
務
が
少

な
く
な
っ
て
き
て
い
る
と
い
う
こ

と
は
、
職
員
の
皆
さ
ん
の
努
力
の

た
ま
も
の
と
認
識
し
て
い
ま
す
。

物
価
高
騰
な
ど
で
大
変
難
し
い
状

況
で
は
あ
り
ま
す
が
、
引
き
続
き

バ
ラ
ン
ス
の
取
れ
た
対
応
を
求
め

ま
す
。

　

令
和
６
年
度
決
算
の
認
定
に
当

た
り
、
改
め
て
総
括
す
る
と
、
今

回
の
決
算
は
経
済
の
緩
や
か
な
回

復
を
背
景
と
し
つ
つ
、
必
要
な
財

源
を
確
保
し
た
上
で
、
春
日
部
駅

付
近
連
続
立
体
交
差
事
業
を
は
じ

め
と
し
た
大
規
模
事
業
や
物
価
高

騰
対
策
と
し
て
の
各
種
事
業
、
福

祉
や
子
育
て
な
ど
社
会
的
な
要
請

に
応
え
た
、
さ
ま
ざ
ま
な
事
業
を

実
施
で
き
た
も
の
と
評
価
し
ま
す
。

　

今
後
の
財
政
運
営
に
つ
い
て
は
、

新
本
庁
舎
整
備
事
業
が
完
了
し
た

も
の
の
、
連
続
立
体
交
差
事
業
や
、

老
朽
化
し
た
公
共
施
設
の
更
新
な

ど
の
大
規
模
事
業
が
ま
だ
多
く
控

え
て
お
り
、
一
方
、
人
件
費
や
物

価
高
騰
な
ど
に
伴
う
各
種
経
費
の

増
加
、
社
会
的
要
請
に
よ
る
扶
助

費
の
増
大
も
想
定
さ
れ
る
と
こ
ろ

で
す
。
こ
れ
ら
が
及
ぼ
す
将
来
に

向
け
た
財
政
へ
の
影
響
を
十
分
念

頭
に
置
き
、
財
政
の
健
全
性
を
損

な
う
こ
と
の
な
い
よ
う
、
持
続
可

能
な
財
政
運
営
に
努
め
て
い
た
だ

く
こ
と
を
要
望
し
、
賛
成
し
ま
す
。
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不
用
額
の
縮
減
に
努
め

財
源
を
有
効
活
用
す
る

予
算
編
成
を
強
く
要
望
し

賛

成
（

新

政

の

会

）

　

財
政
調
整
基
金
に
つ
い
て
は
、

令
和
４
年
度
決
算
時
51
億
７
１
０

３
万
円
、
令
和
５
年
度
決
算
時
41

億
８
８
４
６
万
円
、
令
和
６
年
度

決
算
時
26
億
７
８
４
４
万
円
と
３

カ
年
で
下
落
の
一
方
で
す
。
持
続

可
能
な
財
政
運
営
を
健
全
的
に
行

う
に
は
、
こ
れ
以
上
、
財
政
調
整

基
金
を
下
げ
続
け
る
の
は
危
う
い

と
考
え
ま
す
。

　

ま
た
、
歳
入
歳
出
の
見
込
み
違

い
に
よ
る
不
用
額
の
多
さ
や
補
助

金
の
執
行
状
況
に
お
け
る
事
後
的

な
精
査
の
不
足
、
さ
ら
に
は
事
業

評
価
に
お
け
る
数
値
的
根
拠
の
弱

さ
と
い
っ
た
点
は
、
財
政
運
営
の

透
明
性
、
効
率
性
の
観
点
か
ら
看

過
で
き
な
い
課
題
で
あ
る
と
考
え

ま
す
。　

　

本
市
が
抱
え
て
い
る
今
後
の
課

題
と
し
て
、
将
来
負
担
比
率
が
令

和
４
年
度
は
９
・
９
％
、
令
和
５

年
度
は
新
庁
舎
の
建
設
な
ど
も
あ

り
、
25
・
６
％
、
令
和
６
年
度
は

34
・
２
％
に
さ
ら
に
ア
ッ
プ
し
て

い
ま
す
。

　

実
質
公
債
費
比
率
は
令
和
４
年

度
２
・
８
％
、
令
和
５
年
度
２
・

９
％
、
令
和
６
年
度
２
・
５
％
と
、

ま
だ
こ
ち
ら
の
ほ
う
は
新
庁
舎
の

支
払
い
が
始
ま
っ
て
い
な
い
の
で
、

大
き
な
数
字
の
変
化
は
あ
り
ま
せ

ん
が
、
今
後
大
き
く
な
る
こ
と
は

明
確
で
す
。
す
な
わ
ち
、
未
来
の

こ
ど
も
た
ち
に
ツ
ケ
を
回
す
こ
と

に
な
り
ま
す
。
こ
の
事
実
が
市
民

の
目
に
見
え
る
よ
う
、
ま
た
財
政

破
綻
を
起
こ
さ
な
い
た
め
に
も
、

中
期
財
政
計
画
を
し
っ
か
り
立
て

る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
と
考
え
ま

す
。

　

決
算
は
単
に
１
年
間
の
収
支
を

認
定
す
る
だ
け
の
手
続
き
で
は
な

く
、
次
年
度
以
降
の
予
算
編
成
や

政
策
立
案
に
生
か
さ
れ
る
べ
き
重

要
な
資
料
で
す
。
そ
れ
に
も
関
わ

ら
ず
、
監
査
委
員
か
ら
毎
年
の
よ

う
に
類
似
の
指
摘
を
受
け
て
い
る

こ
と
は
、
執
行
部
が
十
分
に
改
善

を
果
た
し
て
い
な
い
表
れ
で
は
な

い
で
し
ょ
う
か
。

　

議
会
は
、
市
民
の
負
託
を
受
け

た
立
場
と
し
て
、
決
算
審
査
を
通

じ
て
行
政
運
営
の
チ
ェ
ッ
ク
機
能

を
果
た
す
責
務
が
あ
り
ま
す
。

　

執
行
部
に
お
い
て
は
、
指
摘
を

真
摯
に
受
け
止
め
、
再
発
防
止
に

努
め
る
こ
と
を
強
く
求
め
ま
す
。

　

以
上
、
財
政
面
に
お
い
て
指
摘

し
ま
し
た
が
、
全
体
と
し
て
令
和

６
年
度
の
一
般
会
計
決
算
は
適
正

に
各
事
業
が
執
行
さ
れ
て
い
る
と

考
え
、
決
算
の
認
定
に
賛
成
し
ま

す
。

職
員
の
育
児
休
業
等
に

関
す
る
条
例
等
の

一
部
改
正
を
可
決

　

地
方
公
務
員
の
育
児
休
業
等
に

関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
に
伴
い
、

趣
旨
の
規
定
な
ど
を
改
正
す
る
も

の
で
す
。

　

は
じ
め
に
、
第
１
条
、
春
日
部

市
職
員
の
育
児
休
業
等
に
関
す
る

条
例
の
一
部
改
正
に
つ
い
て
は
、

地
方
公
務
員
の
育
児
休
業
等
に
関

す
る
法
律
の
一
部
改
正
に
伴
い
、

部
分
休
業
制
度
の
拡
充
に
つ
い
て

定
め
る
も
の
で
す
。

　

条
例
の
主
な
改
正
内
容
は
、
第

１
条
に
つ
い
て
は
、
育
児
休
業
法

（
地
方
公
務
員
の
育
児
休
業
等
に

関
す
る
法
律
）
の
改
正
に
よ
り
、

引
用
条
項
の
変
更
が
生
じ
た
た
め

改
正
す
る
も
の
で
す
。

　

次
に
、
第
17
条
第
２
号
で
は
、

部
分
休
業
の
承
認
の
請
求
が
可
能

な
非
常
勤
職
員
の
要
件
の
変
更
に

伴
い
、
「
日
数
及
び
勤
務
日
ご
と

の
勤
務
時
間
」
を
「
日
数
」
に
改

め
る
と
と
も
に
、
所
要
の
改
正
を

行
う
も
の
で
す
。

　

次
に
、
第
18
条
お
よ
び
第
18
条

の
２
で
は
、
部
分
休
業
制
度
の
拡

充
に
伴
い
、
２
種
類
の
形
態
を
選

択
可
能
と
す
る
た
め
、
所
要
の
改

正
を
行
う
も
の
で
す
。

　

次
に
、
第
18
条
の
３
、
第
18
条

大
沼
公
園
広
域
受
援

拠
点
施
設
整
備
工
事

請
負
契
約
の
議
決
内
容
の

一
部
変
更
を
可
決

　

令
和
７
年
３
月
19
日
付
け
議
案

第
47
号
お
よ
び
令
和
７
年
６
月
17

日
付
け
議
案
第
66
号
に
お
い
て
議

決
し
た
当
該
契
約
の
契
約
金
額
、

「
12
億
７
０
２
０
万
８
５
０
０
円
」

と
あ
る
の
を
「
１
億
５
６
５
７
万

２
９
０
０
円
」
を
増
額
し
、
「
14

億
２
６
７
８
万
１
４
０
０
円
」
に

変
更
す
る
も
の
で
す
。

　

変
更
の
理
由
は
、
現
地
に
お
け

る
支
持
力
調
査
の
結
果
、
規
定
の

支
持
力
を
得
る
た
め
、
地
盤
改
良

を
追
加
で
実
施
す
る
必
要
が
生
じ

た
こ
と
か
ら
、
そ
の
分
を
増
額
す

る
も
の
で
す
。

　
　
　
【
全
員
一
致
で
原
案
可
決
】

の
４
お
よ
び
第
18
条
の
５
で
は
、

部
分
休
業
を
請
求
す
る
期
間
、
時

間
お
よ
び
特
別
の
事
情
に
関
す
る

規
定
を
、
新
た
に
加
え
る
も
の
で

す
。

　

次
に
、
第
19
条
お
よ
び
第
20
条

で
は
、
部
分
休
業
を
し
て
い
る
職

員
の
給
与
の
取
り
扱
い
お
よ
び
承

認
の
取
消
事
由
に
つ
い
て
引
用
条

文
を
明
確
化
す
る
な
ど
、
所
要
の

改
正
を
行
う
も
の
で
す
。

　

次
に
、
第
２
条
、
春
日
部
市
技

能
職
員
の
給
与
の
種
類
及
び
基
準

に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正
、
第

３
条
、
春
日
部
市
病
院
事
業
企
業

職
員
の
給
与
の
種
類
及
び
基
準
に

関
す
る
条
例
の
一
部
改
正
、
第
４

条
、
春
日
部
市
水
道
事
業
企
業
職

員
の
給
与
の
種
類
及
び
基
準
に
関

す
る
条
例
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

は
、
第
１
条
と
同
様
に
部
分
休
業

制
度
の
拡
充
に
伴
い
、
「
１
日
の

勤
務
時
間
の
一
部
」
を
「
１
日
の

勤
務
時
間
の
全
部
又
は
一
部
」
に

改
め
る
と
と
も
に
、
「
２
時
間
を

超
え
な
い
範
囲
内
」
を
「
２
時
間

を
超
え
な
い
範
囲
内
又
は
一
年
に

つ
き
そ
れ
ぞ
れ
の
任
命
権
者
が
指

定
す
る
時
間
を
超
え
な
い
範
囲
内
」

に
改
め
る
も
の
で
す
。

　

最
後
に
附
則
は
、
第
１
項
で
、

こ
の
条
例
の
施
行
期
日
を
、
令
和

７
年
10
月
１
日
か
ら
と
す
る
と
と

も
に
、
第
２
項
で
部
分
休
業
の
承

認
の
請
求
を
す
る
場
合
の
経
過
措

置
の
規
定
を
定
め
る
も
の
で
す
。

　
　
　
【
全
員
一
致
で
原
案
可
決
】
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 ９ 月 定 例 会 　 審 議 結 果
市長提出議案 （○：賛成　╳：反対）

議案番号
　　議　　案　　名　　　 

　 （　）は付託委員会名
審議結果

新

政

の

会

次

世

代
　
　
　

 

か

す

か

べ
！

公

明

党

日
本
共
産
党

立
憲
民
主
党

日
本
維
新
の
会

無

所

属

議案第 76 号 集会所条例の一部改正 （総　　務）原案可決  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第 77 号 職員の育児休業等に関する条例等の一部改正
（総務・厚生
 福祉・建設）

原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第 78 号 保育の必要性の認定に関する条例の一部改正 （厚生福祉）原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第 79 号
特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子
ども・子育て支援施設等の運営に関する基準を定める条例
の一部改正

（厚生福祉）原案可決 ○ ○ ○ × ○ ○ ○

議案第 80 号
家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条
例の一部改正

（厚生福祉）原案可決 ○ ○ ○ × ○ ○ ○

議案第 81 号 重度心身障害者医療費助成に関する条例の一部改正 （厚生福祉）原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第 82 号 都市公園条例の一部改正 （建　　設）原案可決 ○ ○ ○ × ○ ○ ○

議案第 83 号 市立医療センター使用料及び手数料条例の一部改正 （厚生福祉）原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第 84 号 住民基本台帳カードの利用に関する条例の廃止 （総　　務）原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第 85 号 庄和消防署大規模改修工事請負契約の締結 （総　　務）原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第 86 号
財産の取得（市立中学校・義務教育学校における学習者用
端末）

（教育環境）原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第 87 号 指定管理者の指定（市民活動センター） （総　　務）原案可決 ○ ○ ○ × ○ ○ ○

議案第 88 号
指定管理者の指定（ふじ支援センター、ゆりのき支援セン
ター、リサイクルショップ、ひまわり園及びあおぞら）

（厚生福祉）原案可決 ○ ○ ○ × ○ ○ ○

議案第 89 号 指定管理者の指定（市立ふじ学園及び市立八木崎保育所）（厚生福祉）原案可決 ○ ○ ○ × ○ ○ ○

議案第 90 号 指定管理者の指定（市立武里南保育所） （厚生福祉）原案可決 ○ ○ ○ × ○ ○ ○

議案第 91 号 指定管理者の指定（市立体育施設及び都市公園） （建　設・ 
 教育環境）原案可決 ○ ○ ○ × ○ ○ ○

　

２
０
２
５
年
３
月
５
日
、
「
自

由
民
主
党
・
公
明
党
・
日
本
維
新

の
会
の
政
調
会
長
は
、
子
育
て
世

帯
の
負
担
軽
減
を
図
る
観
点
か
ら
、

２
０
２
６
年
度
か
ら
の
小
学
校
の

給
食
費
の
無
償
化
に
つ
い
て
、
５

月
中
旬
を
め
ど
に
具
体
的
な
制
度

設
計
の
方
針
を
ま
と
め
る
こ
と
で

合
意
し
た
」
、
「
夏
の
骨
太
方
針

に
盛
り
込
ま
れ
る
」
と
の
報
道
が

あ
り
ま
し
た
が
、
ど
の
よ
う
に
進

め
ら
れ
る
の
か
明
ら
か
に
な
っ
て

い
ま
せ
ん
。

　

ま
た
、
物
価
高
騰
が
続
き
、
子

育
て
世
帯
の
経
済
的
負
担
は
増
え

る
一
方
で
す
。
２
０
２
６
年
度
か

ら
の
小
学
校
で
の
無
償
化
に
期
待

が
集
ま
る
と
同
時
に
「
食
べ
盛
り

の
中
学
校
こ
そ
無
償
化
し
て
ほ
し

い
」
「
中
学
生
は
制
服
や
部
活
、

塾
な
ど
小
学
生
よ
り
負
担
が
大
き

い
。
後
回
し
に
せ
ず
同
時
に
無
償

化
を
」
と
の
声
が
大
き
く
な
っ
て

い
ま
す
。

　

よ
っ
て
、
政
府
に
お
か
れ
ま
し

て
は
、
学
校
給
食
費
の
無
償
化
に

あ
た
っ
て
、
２
０
２
６
年
度
当
初

議
員
提
出
議
案

２
０
２
６
年
度
当
初
か
ら
、

全
国
全
て
の
小
中
学
校
で

学
校
給
食
の
無
償
化
実
施
を

求

め

る

意

見

書

か
ら
、
全
国
全
て
の
小
中
学
校
で

同
時
に
実
施
す
る
こ
と
を
強
く
求

め
ま
す
。

　

以
上
、
地
方
自
治
法
第
99
条
の

規
定
に
よ
り
意
見
書
を
提
出
す
る
。

　

令
和
７
年
９
月
25
日

　
　
　
　
　
　
　

春
日
部
市
議
会

衆　

議　

院　

議　

長　

様

参　

議　

院　

議　

長　

様

内
閣
総
理
大
臣　

様

財　

務　

大　

臣　

様

文
部
科
学
大
臣　

様

内
閣
府
特
命
担
当
大
臣
（
こ
ど
も
政
策
）　

様

　
　
　
【
全
員
一
致
で
原
案
可
決
】

討
　
論

こ
ど
も
の
育
ち
を
保
障
す
る
、

小
中
学
校
一
斉
で
の
無
償
化

実
施
に
賛
成
（
日
本
共
産
党
）

　

米
価
高
騰
を
は
じ
め
、
相
次
ぐ

食
料
品
、
燃
料
代
の
値
上
げ
が
物

価
高
騰
を
深
刻
に
し
て
い
ま
す
。 

　

日
本
国
憲
法
で
は
、
教
育
費
の

原
則
無
償
を
う
た
っ
て
お
り
、
給

食
が
食
育
と
言
わ
れ
る
よ
う
に
、

教
育
の
位
置
付
け
が
さ
れ
た
こ
と

か
ら
も
無
償
化
は
当
然
で
す
。

　

学
校
給
食
の
果
た
し
て
き
た
貧

困
と
格
差
に
よ
る
、
こ
ど
も
の
育

ち
を
保
障
す
る
大
変
重
要
な
も
の

と
な
り
ま
す
の
で
、
２
０
２
６
年

度
か
ら
の
小
中
学
校
一
斉
で
の
無

償
化
実
施
を
求
め
、
賛
成
討
論
と

し
ま
す
。
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市長提出議案 （○：賛成　╳：反対）

議案番号
　　議　　案　　名　　　 

　 （　）は付託委員会名
審議結果

新

政

の

会

次

世

代
　
　
　

 

か

す

か

べ
！

公

明

党

日
本
共
産
党

立
憲
民
主
党

日
本
維
新
の
会

無

所

属

議案第 92 号 令和６年度水道事業会計未処分利益剰余金の処分 （建　　設）原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第 ９３ 号 令和６年度下水道事業会計未処分利益剰余金の処分 （建　　設）原案可決  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第 94 号 令和６年度一般会計決算認定 （各委員会）認　　定 ○ ○ ○ × ○ ○ ○

議案第 95 号 令和６年度国民健康保険特別会計決算認定 （厚生福祉）認　　定 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 3
× 1

議案第 96 号 令和６年度後期高齢者医療特別会計決算認定 （厚生福祉）認　　定 ○ ○ ○ × ○ ○ ○

議案第 97 号 令和６年度介護保険特別会計決算認定 （厚生福祉）認　　定 ○ ○ ○ × ○ ○ ○

議案第 98 号
令和６年度春日部都市計画事業西金野井第二土地区画整理
事業特別会計決算認定

（建　　設）認　　定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第 99 号 令和６年度市立看護専門学校特別会計決算認定 （厚生福祉）認　　定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第100号 令和６年度水道事業会計決算認定 （建　　設）認　　定 ○ ○ ○ × ○ ○ ○

議案第101号 令和６年度病院事業会計決算認定 （厚生福祉）認　　定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第102号 令和６年度下水道事業会計決算認定 （建　　設）認　　定 ○ ○ ○ × ○ ○ ○

議案第103号 令和７年度一般会計補正予算（第３号） （教育環境）原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第104号 令和７年度一般会計補正予算（第４号） （各委員会）原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第105号 令和７年度国民健康保険特別会計補正予算（第２号） （厚生福祉）原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第106号 令和７年度後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号） （厚生福祉）原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第107号 令和７年度介護保険特別会計補正予算（第１号） （厚生福祉）原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第108号
令和７年度春日部都市計画事業西金野井第二土地区画整理
事業特別会計補正予算（第１号）

（建　　設）原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第109号 令和７年度市立看護専門学校特別会計補正予算（第１号）（厚生福祉）原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第110号 令和７年度病院事業会計補正予算（第１号） （厚生福祉）原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第111号 令和７年度下水道事業会計補正予算（第１号） （建　　設）原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議案第112号
大沼公園広域受援拠点施設整備工事請負契約の議決内容の
一部変更

（教育環境）原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

請　願 （○：賛成　╳：反対）

請願番号
　　請　　願　　名　　　 

　 （　）は付託委員会名
審議結果

新

政

の

会

次

世

代
　
　
　

 

か

す

か

べ
！

公

明

党

日
本
共
産
党

立
憲
民
主
党

日
本
維
新
の
会

無

所

属

請願第  6 号
粕壁南公民館を廃止しないで、これからも利用できるよう
求める請願

（教育環境）不 採 択 × × × ○ × × ×

議員提出議案 （○：賛成　╳：反対）

議案番号
　　議　　案　　名　　　 

　 （　）は付託委員会名
審議結果

新

政

の

会

次

世

代
　
　
　

 

か

す

か

べ
！

公

明

党

日
本
共
産
党

立
憲
民
主
党

日
本
維
新
の
会

無

所

属

議第 １５号議案
２０２６年度当初から、全国全ての小中学校で学校給食の
無償化実施を求める意見書

（付託省略）原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議第 16 号議案
生活保護基準引き下げ「違法」の最高裁判決を踏まえ、速
やかな対応を求める意見書

（付託省略）原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ × ○

議第 17 号議案 県民活動総合センターの存続を求める意見書 （付託省略）原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2
× 2

議第 18 号議案
学校の業務量に見合った教職員定数の改善と全国の教員の
勤務実態調査を求める意見書

（付託省略）原案可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○


